
参考2 自立支援プログラム策定・実施状況

自立支援プログラム策定状況・実施状況個別リス ト (平成 21年度実績 )

(総括表 )

※参加者数・達成者数を把握できない自立支援プログラムが一部あり。

コー ド プログラムの内容

プログラム策定状況 プログラム実施状況

22年 3月末 参加者数 達成者数

(経済的自立に関する個別支援プログラム)

11
生活保護受給者等就労支援事業 (平成17年3月 31日 付け社援発第0331011号 による公

共職業安定所との連携事業)活用プログラム      __
869 13,937 5,630

就労支援専門員等の専門職員を活用して就労支援を行うもの
44,022 13,486

協力事業所において職場適応訓練を実施するもの

就職セミナーの開催など、就労意欲を高めることに特化した支援を行うもの
599

SV・ CWのみで就労支援を行うもの 623 10,182 2.317

中学生の高等学校等への進学、高校生の在学の継続など、児童・生徒等に対して談

援を行うもの            _
4,430 3,882

弯格取得に関して支援を行うもの

筆金裁定や年金受給権の再確認など、年金受給に関する支援を行うもの
53,784 12,161

その他 (コ ー ド11～ 18以外)の経済的自立に関する個別支援プログラム 8,168 2.893

計 (生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム (コ ー ド11)を 除く。) 1,520 121 860 35,582

(日常生活自立に関する個別支援プログラム)

入院患者 (精神障害者)の退院支援を行うもの 8,704 4,623

入院患者 (精神障害者以外)の退院支援を行うもの

看護師や保健師の派遣など、傷病者の在宅療養を支援するもの
1

ヘルパー派遣や介護・障害認定の再確認など、適切な介護サービス・障害福祉サー

ビスの提供を支援するもの
1,614

健康管理など、在宅高齢者の日常生活を支援するもの 5414 3,154

健康管理など、在宅障害者の日常生活を支援するもの 2,841 1,072

母子世帯の日常生活を支援するもの

多重債務者の債務整理等の支援を行うもの 3,120 1.380

その他 (コ ー ド21～ 28以外)の 日常生活自立に関する個別支援プログラム 11,409 5,784

計 1,965 35,900 17.559

(社会生活自立に関する個別支援プログラム)

ボランティア活動 (福祉、環境等に関する地域貢献活動、公園清掃など)に参加さ
せるもの

1 162

引きこもりの者や不登校児に対して支援を行うもの

元ホームレスに対して支援を行うもの 12 661 12,008

その他 〈コード31～ 33以外)の社会生活自立に関する個別支援プログラム 2.350

計 302 16,554 13.418

計 (生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム (コ ー ド11)を除く。) 3.787 174 314 66.559
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参考 3 就労支援員の配置状況等

就労支援員等設置自治体一覧
1

都道府県名等 自治体数
就労支援
昌 聾 新

内  訳

北海道

間 中 |   "‖ i 3  帯 広 市 1 llヒ見 中石

′1ヽ 牧 1  美 唄 市 江別市1   千歳市1   歌志内市1  深川市1   登別市 1
恵庭市1   伊達市1   北広島市 1 旭 川 市 2

4 森 県 4  八 戸市 1   三 沢 市 1 :森
市 2

岩手県
手 5  大船渡市 1  花巻市1  北上 1 ス 市1  -関 市1   釜石市 1
ヨ市 1  人 万 平 市 1 市 1 奎岡市3

6 自城県4  石巻市2  塩竃 1   白石 市 :崎市 1

7 秋田 県 1   能 代 市 1 :112 沢 上市 1   1山 Jじ 1 市4

1形 4 沢 市 1 | 鶴 岡市 1

福島県
県 3 2  会津若松市1 白河市 須賀川市 1 多方 市 1  二 本 松 市 1

1山市2■ |■ わヽき市3

6 擦城 県 4  フk戸市 2   日立 市 2  土 浦 市 1   守 谷 市 1   石 岡 1

栃木県 9
栃木 県 足 利 市 1   栃 木 市 1 野 1 市 1   日光 市 1   小 L
孟原 市 1

8 1   桐生市1   伊勢崎市 1 田市1  みどり市1 冨岡市 1

埼玉県

崎玉県94  熊谷市1   川口市 1 行 日市 1   秩 父 l   所沢市2    飯能市2
り日須市 1 1   東 松 山市 i 「日 市 1 鴻巣市1 深谷 1

上尾 1 苫ユカロ: 谷 市 1    蕨 市 2 入間市1   鳩ケ谷市 1
:木市 1   7El光 1 座市 1 桶 lli市 1   久喜 市 :本市 1    ノヽ 1

士 甲市 1  三 郷 市 1 田市 1 坂 戸 市 2  幸 手 ケ 』 市 1 子市 1

吉りII市 1   8、 じみ ] 市 1 市2

千葉県

千 1 市 J‖ 館山市1  松戸市3  成田市2  習志里 1 市 1

八千代市2 我孫子市2 浦安市1   八街市2 諄¬F5

植市21

東京都

東東 都 千 代 田 区 1 :区 1 区2   新宿区 1  文京区1   台東区 1
墨 田 区 3  江 東 区 2 已川 区 3 黒 区 1 世 田 谷 区 3 渋 谷 区 1

中野 区 1  杉 並 区 区 1   北 区 1    荒 り:l区 板 橋 区 3

扉立 区 7  葛 1 区 江 戸 川 区 5 八 王 守 l‖ 市 :Л軍貶」 市 1 市 1

市 1 府  | 市 1 鵬ヨξ 町 田市 小 金 井 市 1 ′Jヽ平 1

日 ] 市 1 東 村 11 1  国分寺市2 国: 市 1 市 狛 江 市 1   東 大 lll市 1
1   東 久 留 米市 1 武 蔵 村 山市 1 多 J 1   稲 城 市 羽 村 ■ Fる野 市 1

西 東 市 2

神奈川県

県 6  平
'

市1   鎌倉市 1 沢 市 2  小 田原 市 3 茅 ヶ山 1,2 1

市1   秦野市1   厚木 1 大 和 老名市2 座聞市2
足柄 市 1 綾 瀬 市 2 積 須 賀 市 1

新潟県
市 1 上 市 柏崎市1  新発田市1  見附市1   妙高市2  五 lTf'1

:山 1  魚津市1   滑川 1 富 1

覆] Ill 金沢市 1

三井 市 1 鯖 江 市 1

山梨県 9
山梨県2 富 士 田市 1 6留 1 山 梨 1  韮 崎 市 1 アルプス市1

笛吹 市 1

長野県
県 市2 上国市 1 罰谷 市 伊 那 市 1 ケ :市1 大 町 1

市1   塩尻市1   佐久市1   千 市 印市 1 安 雨 l      JttLl

嗜皇 県 6  大 垣 市 1   多 , 市 1  飛 市 本巣市1  岐阜市 1

静岡県
2  沼津市1   伊東市 1 藤 お 市 下 田市 1 1

1豆の 国 i

愛知県

摯知 県 4 ― 宮市 1   半 田市 1  春 日 市 1 市1   刈谷市 1 安カ 1

西昆市1   大山市1   小牧市1   稲沢市1   知立市1   岩倉市1   豊明市 1
古 屋 市 1 市 1 市 1 豊橋市7 :田 市 2

二重県 8
四日市市 1 伊勢市 坂 市 伊 賀 市 1

市

滋賀県
i根市 1   近 江 八 幡 市 1 草 津 市 栗 東 市 1  野

"

1

胡南 市 高 島市 1 江市 1 原 市 :津市 3

京都府

府 福 知 山市 2 舞 鶴 市 1   綾 部 宇治市1   宮津市1   亀岡i 1

城 I 市 1 日市 1  長 輌 京市1  八幡市 京田辺市1  京丹後市1 南ヂ 1

木津 川 |

大阪府

大阪 府 3 岸 Icl田 市 1 中 池 田 1   吹 田市 大津市1  貝塚 1

枚方 市 4  茨 木 市 1   人 j l佐野市2 市 1 屋 り|1市4 河 内
'7fFl市1   箕面市1   羽曳野市 1 草 市 4 署津 市 2  藤 井 寺 市 2 5T2

交野市2  大阪狭山市1 阪南市1  島: :口I「 1
大 阪 市 12

兵庫県

5  明石市2  洲本市1   伊丹市 害 岡 市 1  加 古 り| 1,2 1市 1

市2  三木市1  高砂市1  川西市2  4ヽ 市1  加西市1  篠山市 1
あ 淡路市1  宍粟市1  加 : 1 :路市4  ‐西
風崎 市 14

2  大和郡山市 1 | 1に 2

【山県7 橋本市1   和歌山市2
:IPロ 4 鳥取県3 取 市 1

島根県
松江 市 2  出 市 2  益 田市 1   江 |

1市 1   雲 南 市 1   東 出雲 町 1  奥 出雲 町 1

1  斐川町1   邑南町1  吉賀町 1 この』町 1

5 9 1   澤 出 市 2 螢社 市 1 ‖ψ倉 t市 2

広島県
竹 市 市 1 道 中 市 市 1 東 広 (

市 1

1 福 山市 1
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1

都道府県名等 自治体数
就労支援
員等数

内  訳

口 4 車部 市 1   山 口市 1 周 FFl 下 F.l 1

1島県 8 籠島 県 3  徳 島市 2 Fl市2  三好市 1
6 香川 1 市「  観音寺市1  東かがわ市1 高松市2
8 3 四国中央市1宇和島市1  松山市3 ~

高知県
6  室戸市 1 南国市 1 土佐市 1 須

卜美市1   高知市2

福岡県

冨田 県 20  大 牟 田市 1  直 ラ
大 川 市1~~中間市1   小郡市1  筑繁野
宗像市 太宰府市1  糸島市1   古賀市1__福津市|__う きは市1_宮若市1
嘉麻市 朝倉市 1

-8  

久留米市 1

F燿雪 6 7 左省 県 佐賀市1~~唐津市2   鳥栖市1   伊万里市l  Jヽ城市1

長崎県 17
山奇 佐世保市2 諌早市1   大村 2  平戸市1   松浦市2  壱岐罹
五 f 海市 1 雲仙 1 2

熊本県 8
蒙本県4  人吉市 1 市2  水俣市1   玉名市1   山鹿市1_ 子堀
鴨本 市 3

7 1 3   日杵市1   津久見市1  杵 : 1   豊後大野市1 由布市1   大分TZ
6 ヨ崎 Б城市1   小林市1   日F えびの市1 宮崎市3

鹿児島県 9
県4 鹿屋市 1 川 内 市 1 1  霧島市1   日置市1   胃聡Tl

冷 自市 1   恵 児 島市 3

沖縄県
沖縄 県 3 満 市 l   f 湾市1  沖縄市2
賓 1  宮 古 島 市 1  石

1269

就労支援員等設置自治体一覧
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参考4住宅手当緊急特別措置事業の実績 (全国)

雇用期間が定められているもの。

※ 就職率 :各月の末日時点における就職率

((A)就職者数の累計/(B)新規支給決定件数の累計 )

―-60-―

実績月

新規決定分 延長決定分 支給決定(合計)

就職率※
ハローワーク
に求職した

離職者数支給決
定件数

就職者
数※
支給決
定件数

就職者
数※
支給決
定件数

就職者
数※

平成21年 10月 分 1,722 40 1,722 40 2.3% 464,459

11月 分 2,729 110 2,729 110 3.4% 372,074

12月 分 3,499 163 3,499 163 3.9% 328,705

平成22年 1月 分 3,733 279 3,733 279 5,1% 454,272

2月 分 3,847 416 3,847 416 6.5% 393,256

3月 分 4,211 538 4,211 538 7.8% 470,343

平成22年 4月 分 4,267 759 989 64 5,256 823 9.9% 619,312

5月 分 3,869 918 1,412 158 5,281 1,076 12.4% 431,208

6月 分 4,277 1,049 1,628 230 5,905 1,279 14.7% 430,521

7月 分 3,808 1,131 1,801 265 5,609 1,396 17.0% 401,569

8月分 3,196 1,172 1,722 318 4,918 1,490 19.4% 386,163

9月 分 2,869 1,186 1,858 332 4,727 1,518 21.7% 408,815

10月 分 2,646 1,148 1,790 417 4,436 1,565 23.9% 411,616

11月 分 2,546 1,043 1,632 421 4,178 1,464 25,7% 361.869

12月 分 2,483 894 1,689 417 4,172 1,311 27.1% 289,386

計
49,702

(B)

10,846 14,521 2,622 64,223 13,468

(A)

※ に 拾いて、列間の定めがない又は6か月以上の



参考 5 年金等の活用を促進する取組事例 (広島市)

巡回指導によるケース検討について

1 経緯
指導監査におけるケース検討 (全ケース数の 1割 )の結果、①障害者力日算を認定し

ているのに障害年金、特別児童扶養手当又は福祉手当の受給資格の検討や被保護者に

対しての指導が不十分である、②母子加算を認定しているのに、児童扶養手当の受給

資格の検討や被保護者に対しての指導が不十分である、③老齢年金の受給年齢に達し

ているにも関わらず、受給資格の検討や被保護者に対しての指導が不十分である、④

医療扶助及び介護扶助の一部自己負担ケースについて、他法
。他施策の活用の検討が

不十分である等の事例が散見されたことから、これらの 4点に絞つて、各区を巡回し

て、ケース検討を行い、問題があつたケースの是正改善を図つている。

2 点検の方法及びその内容
(1)リ スト作成

① 年金、手当の種別、身体障害者手帳及び精神保健福祉手帳の等級と障害者加算
の不突合 (以下、「≠」と表記)が あるものをリス ト作成

○特別障害者手当、経過的福祉手当、障害児福祉手当≠告示別表第 1第 2章の 2

の (2)のア、告示別表第 1第 2章の 2の (3)(肢体不自由児施設、養護老人

ホーム、特別養護老人ホーム、障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関

する省令第 1条に規定する施設、措置入院患者は除く。)

○障害年金 1級、特別児童扶養手当 1級、身体障害者手帳 1級、2級、精神保健

福祉手帳 1級≠告示別表第 1第 2章の 2の (2)の ア、特別児童扶養手当等の

支給に関する法律施行令別表第 1に定める程度の状態にある場合は、告示別表

第 1第 2章の 2の (3)(肢体不自由児施設、養護老人ホーム、特別養護老人

ホーム、障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令第 1条に規定

する施設、措置入院患者は除く。)

(※精神保健福祉手帳の場合、手帳の交付年月日又は更新年月日が初診から

1年半年経過している場合、ただし、障害基礎年金の受給権 (裁定の請求権 )

の有無の状況により判断が必要である。)

○障害年金 2級、特別児童扶養手当 2級、身体障害者手帳 3級、精神保健福祉

手帳 2級≠告示別表第 1第 2章の 2の (2)のイ

(※精神保健福祉手帳の場合、手帳の交付年月日又は更新年月日が初診から

1年半年経過している場合、ただし、障害基礎年金の受給権 (裁定の請求権 )

の有無の状況により判断が必要である。)

○子ども手当≠児童養育加算

○児童扶養手当 (父子も対象)≠母子加算

-61-



② 60歳以上の者で、老齢年金の収入認定がない者について、リストを作成
・老齢年金の受給資格の調査をしているか。

・受給資格がない場合、脱退手当金はどうなっているか。基金はどうなつている

か 。

・受給資格があるにも関わらず、年金の裁定請求の指導を行っているか。

③ 障害基礎年金を収入認定している者で 65歳以上の者について、リス トを作成
。老齢厚生年金の受給資格はないか6

④  医療扶助及び介護扶助の一部自己負担ケースについて、リス トを作成
。他法、他施策の活用ができないか。

・高額療養費、境界層認定の活用ができないか。

(2)作成したリス トをもとに、非常勤職員として採用した保護監査員 (3人、生活保

護行政の経験を有する者)が、各区福祉事務所を巡回してケース点検を行い、問題

があつたケースについて、査察指導員に対して、改善を必要とする事項 (内容)の

説明を行 うとともに具体的な改善方策について指示する。

(3)巡回指導後、概ね 6か月以内に保護監査員を派遣してその是正改善状況を確認し

ている。

3 平成 21年度費用対効果額
保護費の返還額 (生活保護法第 63条、 78条等) 2.8億 円
経費 (人件費等)                0.1億 円

※ セ‐フティネット支援対策等事業費補助金 (体制整備強化事業)を活用
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